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研究成果の概要（和文）：　本研究は今日の経済グローバル化に抗する新たな社会運動のひとつであるローカルなユニ
オン運動の特徴を明らかにすることを目的とした。コミュニティ・ユニオン全国ネットワークに参加する74ユニオン（
35都道府県・15000人組合員）を対象とした質問紙調査およびインタビュー調査を実施した。
　質問紙調査の調査結果（回収率8.1％）では、ユニオンがセーフティー・ネットをもたない生活不安定層にとって「
生存組合」としての意味が大きいことや活動内容の分析から世代・ジェンダー間でユニオン活動の目的やユニオン運動
の意味づけを検証し、新しい「公共空間」を生み出す可能性と課題を分析した。

研究成果の概要（英文）： The objective of the research is to clarify the characteristics of the 
community-based labor unions, a kind of new social movement protesting today's globalizing economy. We 
have conducted the questionnaire survey as well as face-to-face interview to the 74 community-based labor 
unions which belong to the "Community Union National Network", in 35 prefectures with the total 
membership of around 15,000.
 The findings from the questionnaire survey (8.1% collection rate) shows that the community-based labor 
unions are essential for the "survival" of the workers in unstable employment having little safety net. 
Also, the analysis of the activities of labor unions showed the difference in the objectives and 
expectations for union activities depending on generation and gender of the respondents. As a conclusion, 
the study clarified the possibility of the union activities creating new "public space" as well as the 
issues surrounding the labor union movement.

研究分野：社会学
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１ 研究開始当初の背景 
1990 年代以降、日本社会内部では不平等
化、経済的格差の拡大、社会階層の固定化が
「貧困問題」として浮上した。日本企業の経
済グローバル化競争への突入は、①政治・社
会レベルでは、戦後の日本社会の発展を築い
た公共事業・地域開発など経済成長政策・利
益誘導政治による所得再分配や社会階層
間・地域間格差の緩和剤であった日本型福祉
政策を転換させた。また、②労働市場レベル
では、低賃金の非典型雇用（パートタイム・
有期雇用、派遣労働）が増大し、労働者の選
別化が進んだ（労働市場の二極化・分断化）。
③地域社会レベルでは、従来、離死別や失業
などで社会的に孤立した人びとを支えてき
た家族や地域社会のセーフティーネット機
能の脆弱性が顕在化した（社会の個人化）。 

2000 年代にはいると、失業などの経済的
理由によって社会的に孤立している人びと
を再び労働市場・地域社会へ接合するための
セーフティーネットの「張り直し」が政策課
題として登場した（社会的包摂政策）。そこ
では、まず、人びとが就労によって、地域社
会のなかに「居場所」をみつけ、社会への参
加やアイデンティティの承認、地域コミュニ
ティへの回帰が可能となるという経済的な
「包摂」の達成が強調された。しかし、労働
市場の再編化は地域社会の分裂を深化させ
ている。それまで、日本社会のなかで不可視
化な存在であった移住労働者、非典型雇用に
集積される非正規労働者が、「貧困問題」に
よって可視化されると、今度はコミュニティ
の「セキュリティ問題」に対象化されていっ
た。今日では、失業者や雇用不安定層にとっ
ては現実のコミュニティは、生存をめぐる
「競争の場」となり、かれら彼女らを包摂す
る「居場所」ではなくなりつつあることが指
摘される。労働者の「居場所」であったはず
の労働運動の退潮と衰退が指摘されて久し
い。1995年に日本経営者団体連盟〈経団連〉
が報告書で「非正社員の活用」を提案し、労
働規制緩和が進んだ。派遣が 99 年に原則自
由化され、2004 年に製造業にも派遣が解禁
された。その過程で、非正規労働者が働く人
の 4割に達した。一方で、日本の労働組合の
組織率 は、1949年の 55.8％をピークに年々
減少しており、2013 年現在、労働組合に加
入しているひとは 17.7％まで低下し、ナショ
ナルセンターである日本労働者総連合会〈連
合〉の組織率は 12％に過ぎない（厚生労働省
「平成 25年労働組合基礎調査の概況」より）。
既存の労働組合（産別・企業別）の組織率の
減少理由は、第一に労働組合がない企業が増
加していること、第二に、非正規労働者の増
加（企業別組合の多くが正社員でないと加入
できない）によるものである。そのようなな
かで、近年、従来型の労働組合運動の周辺か
ら生まれた非正規労働者や移住労働者、女性
労働者、パート労働者など多様な労働階層に
よる社会的不正義への異議申し立てや新し

い社会運動の動きに注目が集まっている。 
 
２ 研究の目的 
本研究では、そのような新しい社会運動と
しての展開が期待されるコミュニティ・ユニ
オンのユニオン運動を取り上げ、現在、誰が
ユニオン運動を担っているのか。各地でユニ
オン運動がどのように継承・発展しているの
か。また、今日の雇用不安な時代におけるユ
ニオン運動の役割と課題とは何かについて
実証的に明らかにすることをめざした。 

 
３ 研究の方法 
（１）本研究でとりあげるコミュニティ・ユ
ニオン全国ネットワーク（以下、CUNN）は個
人加盟ユニオン全体の 3分の 1をカバーして
いる （調査時点では、69ユニオン、1万 6739
人）。つまり、CUNN の組合員を対象に質問紙
調査を実施することで、個人加盟ユニオンの
類型化と組織化の新たなスタイルを考察す
ることがある可能となり、ユニオン運動の特
徴を明らかにするために、以下の質問紙調査
を実施した。 
質問紙調査では、CUNN に参加するユニオン
（以下、CU）の全組合員を対象とした質問紙
調査および各地のユニオンの活動家のイン
タビュー調査（35 ユニオン）を実施した。 今
回実施した「組合員の雇用と生活および組合
活動に関するアンケート調査」は、CUNN に参
加する 69 組合で、回答者が得られたのは 60
組合であった。 
①調査期間：2013 年 11 月～2014 年 5月 
②回収数：1362 人（60 組合）  
③回収率：8.1％ 
 
（２）CUNN に加盟するほぼすべてのユニオン
について，2012～2014 年の間、ユニオンの書
記長などの関係者への 1 時間～2 時間半ほど
の聞き取りを行った。主な質問項目は、地域
の状況、設立の経緯や歴史、現在の運営・活
動状況、組合員の動向、相談内容等である。 
 
４ 研究成果 
（１）「組合員の雇用と生活および組合活動
に関するアンケート調査」の結果から明らか
になったことは、以下のとおりである。 
①基本属性とユニオン活動 
脱産業化と非正規雇用労働者の増加とを
受けて、組織社会の周縁・外部に生じた新し
い分野・領域において、UCが社会的に要請さ
れた。そこにおける組織のあり方は、当然、
そうした社会と労働市場の変化に対応した
ものにならなければならなかった。第一に、
個別の組合においては同質性が結合根拠と
なっている（例えば、女性ユニオンや外国人
労働者が特に集中するユニオンなど）。CUNN
の組織化としてはジェンダー間関係やエス
ニックな関係、正規雇用労働者と非正規雇用
労働者の関係、異なる経歴をたどりつつある
世代間の関係、移動者と定住者の関係を踏ま



えた組織化が求められる。第二に、個々の組
合員がユニオンへ参加するに至る経緯の分
析から CU に「労働組合」ならぬ「生存組合」
の意味が重要であることが指摘される。第三
に、コミュニティ・ユニオンが、移動者にと
っては、見出された「持ち場」としてあるこ
との可能性を指摘しておきたい。むろん、こ
の可能性には地域的なばらつきがある。広域
的な労働市場において突出する大都市圏に
おいては、そのような視点からの考察も必要
であると思われる。 
 
②組織化の状況 
 CU の組合員、とりわけ積極的担い手層は、
高齢層（長年ユニオンに携わってきて高齢化
した層と定年後に加入したと推定される層）
と現役層とによって構成されている。現役の
積極層では、正規雇用者が半数以上を占めて
いるが、非正規、不就業等で労働市場におい
て不利な位置におかれている人ほど積極的
な参加意思を持つ傾向にある。これらの結果
は、CU が、自身が労働問題に直面しあるいは
労働市場において不利な位置に置かれてい
る人々に加え、定年退職等を経て運動的関心
から加入している高齢者や正規雇用等で保
険的に加入している人々によっても支えら
れていることを示している。 
 
③仕事と職場環境 
 仕事と職場環境に関する項目について、特
に性別・年齢階層ならびに有業者については
「正社員」「非正社員」といった雇用形態に
着目すると、以下のようになる。まず、有業
者は 82.1％、無業者は 17.9％であり、有業
者の割合が圧倒的に高いが、60 代以上の年齢
階層では 39.2％が無業者である。これら高齢
の無業者層の 8 割以上が定年退職者であり、
この層が CU 活動を下支えしていることが示
唆される。有業者の雇用形態は、「正社員」
が 59.8％、「臨時雇用・パート・アルバイト、
嘱託、契約」が 35.4％となっている。「臨時
雇用・パート・アルバイト、嘱託、契約」と
「派遣社員」をあわせて「非正社員」とし、
分析を進めたところ、女性のおよそ半数、年
齢階層別では 60 代以上で 7 割強が「非正社
員」となっていた。仕事の内容は、「医療福
祉教育」36.2％、「事務」13.1％、「製造建築」
12.0％、「その他」11.1％、「運転配送」9.1％、
「サービス」6.3％、「清掃警備」6.1％、「販
売」6.0％となっており、女性のおよそ半数
が「医療福祉教育」従業者であるほか、若年
になるほど「医療福祉教育」従業者の割合が
高くなっており、20 代以下ではおよそ 6割を
占める。職場の労組の有無については、「労
働組合はない」が 57.0％と最も割合が高く、
職場に組合がないために、UU に参加している
のだと考えられる。 
 
④社会関係と集団参加 
 まず、パーソナル・ネットワークに関する

質問項目では、「人生で大切なことを決める
際に相談できる人」と「共通の趣味や関心に
ついて話ができる人」の有無について質問す
るとともに、「いる」と回答した者に対して
「家族・親族」「職場・仕事」などの部分ネ
ットワークごとの人数を尋ねた。調査結果で
は、「相談できる人」では、性別・年代・婚
姻状態・同居者の有無で有意な差が存在した。
女性よりも男性の方が「相談できる人」がい
る者の比率が低く、年代では、20 歳代以下の
19.7％と 60 歳代の 44.2％、70 歳代以上の
61.5％とでは大きな差がある。また、雇用形
態別・年代別の結果で有意であったのは、60
歳代と 30 歳代、20 歳代以下である。60 歳代
は、既に述べたようにそれより下の年代と比
べて「相談できる人」の比率が高いが、雇用
形態別では「無職」において相談できる人の
比率が高い。ここからは、ユニオン活動を通
じて親密なネットワークを形成してきた
OB・OG 層の存在が浮かび上がる。一方で、若
い層では「無職」、「非正規」、「正社員・自営
など」の順に比率が高いが、特に「無職」の
比率が高い。一方、ユニオン以外の集団参加
の回答結果では、「単身・独居」の者とそれ
以外で集団参加率に有意な差があった。世代
では、40 歳代以下と 50 歳代以上では参加率
に有意な差があるものが多く、とくに、この
ことは支持政党の相違において 40 歳代以下
と 50 歳代以上で世代間のギャップが非常に
大きいことをここでは指摘しておきたい。 
 
（２）聞き取り調査として、今回の調査研究
では、CUNN に加盟するほぼすべてのユニオン
について、2012～2014 年の間、ユニオンの書
記長などの関係者への 1 時間～2 時間半ほど
の聞き取りを行った。主な質問項目は、地域
の状況、設立の経緯や歴史、現在の運営・活
動状況、組合員の動向、相談内容等である。 
 
①ユニオン運動の特徴 
今回実施したユニオン調査の対象ユニオ
ンの設立時期に注目し、「ユニオン・ウェイ
ブ」（ユニオンが活性化する）の 3 つの時期
について分析した。各ユニオンの結成時期は、
ファースト・ウェイブ：1970-80 年代の地域
労働運動からユニオン運動への継承期、セカ
ンド・ウェイブ：ユニオン運動の<社会化＞、
サード・ウェイブ：ユニオン運動の＜社会運
動化＞の時期として整理した結果、ローカル
なユニオン運動のという場合の「ローカル」
が、かつては、仕事の場であり生活の場であ
る地域社会＝コミュニティや地域の人々が
支えた労働運動であったのが、今日では、労
働市場の周辺で個人を組織化し、局地的なた
たかいを展開する社会運動という意味を強
めていることを明らかにした。 
 
②ユニオンとジェンダー 
CU にかかわりを持つ女性組合員たちのユ
ニオンにどのようにかかわっているのかに



ついてみていくことで、彼女たちが CU をど
のようなものとして意味づけているのかに
ついて明らかにした。その結果、ジェンダー
問題をシングル・イッシューとする女性ユニ
オンとほかの CU の女性組合員の組合活動の
比較をとおして、労働問題解決の場であるユ
ニオンにおけるジェンダー問題を分析した。 
 
③若者とユニオン 
 今回の調査知見では、若年層はCUへの様々
な活動に消極的であるが、今後の「活動意思」
は積極的であった。だが、「居住地継続意思」
にみられるように仕事獲得のための現住地
移動の可能性は若年層ほど高かった。CUは特
定地域で組織される性格のユニオンである
ため、「仕事次第」で組合員が移動すること
は、分会組織からの離脱、組合および組合活
動参加者の停滞を招く要因となりうる。今後
の CU の組織存続だけでなく若年層を組織化
するうえでの困難をそこから読み取ること
ができる。 
 
④個人加盟ユニオンのローカリティ 
質問紙調査の分析結果、高・中都市度地域
に比べて、低都市度地域の組合員の回答には
次のような特徴があった。持ち家で同一市町
村に長らく住み、町内会に加入しており、低
学歴であった。現在は仕事をしている人が多
く、とくに医療・福祉系で働く人が多い。ほ
かの組合員を通じてユニオンを知り、長期に
加入しており、職場分会への加入率が高かっ
た。活動には頻繁ではないがコンスタントに
参加している。組合加入は、雇用や職場の問
題がおきたときの備えであり、安心感を得る
という側面が大きかった。 
 こうした結果は、もちろん地方のユニオン
組合員の活動の不活発さを示すものではな
く、組合に求めるものが多様であるというこ
とと、職場分会の存在がキーになるように思
われる。聞き取り調査からは、地方のユニオ
ンはそれまでの長い歴史と地域での相互関
係の上に成り立っており、主に職場分会によ
る「団体加盟」の組合員と、個人加盟の組合
員で構成されている。前者の組合員の数の方
が多く、その特徴が反映されていると考えら
れた。労働条件の厳しい地方において、CU は
重要な資源であり、今後も役割を果たしてい
くと考えられる。 
 
⑤ユニオンと移住労働者 
 質問紙調査では、中国、韓国朝鮮、ブラジ
ル、フィリピン、ペルーなどの外国籍者 54
人の組合員から回答が得られた。回答者全体
と比べて外国籍の組合員の回答には次のよ
うな特徴があった。ネットワークを通じてユ
ニオンの存在を知るケースが多い。ユニオン
加入の動機として「雇用や職場の問題がおき
たときにそなえて」「解雇」「社会をよくした
い」という回答が回答者全体の割合より高い。
ユニオン活動への参加に積極的である。ユニ

オンに加盟する外国籍者からの回答率が低
かったため一般化することはできないが、以
上の特徴は聞き取り調査から得られた知見
とも符合しており、聞き取り調査の知見から、
移住労働者の労働問題のみならず在留資格
の問題や生活支援も行うなか、組織維持のた
めの財政や人材の課題を抱えていることな
どが明らかになった。広島県やその近隣の労
働環境の厳しい現場では、外国人技能実習生
を中心に移住労働者への依存を深めており、 
その点から二つのユニオンの活動は今後い
っそう重要な役割を担うことが考えられる。 
 
⑥コミュニティ・ユニオンの組合員の生活問
題とコミュニティ 
 本調査研究では、CU が多様な属性や職種、
雇用形態の人々を組織化しているという特
徴を明らかにしてきた。その多様性をコミュ
ニティと関連させて検討した。コミュニティ
は、多様な人々の生活の場であるとともに法
律、住宅、医療、福祉など多様な専門家・専
門機関、さらに市町村などの行政機関、NPO
とともにボランティア、地域住民など多様な
支援機関・支援者、さらに相互に支援しあえ
る人々の関係を構築する可能性をもってい
る。地域で生活する CU のメンバー一人ひと
りが、労働条件の改善という職場づくりを担
うとともに地域の市民、主人公として、地域
の多様な人々とともに地域づくりに一歩踏
み出すことの課題を提示した。 
 
＊以上の研究成果について、『グローバル化
時代における雇用不安定層の組織化に関す
る実証的研究』（平成 24－26 年度科学研究費
助成事業(基盤研究 B)の研究成果報告書にま
とめて発行した（平成 27 年 3月）。 
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